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１．全国のヒストリカルDI（一致指数）推移（出典：内閣府経済社会総合研究所）

• あ
【用語解説】

DI（ディフュ―ジョン・インデックス）：構成する
指標のうち改善している指標の割合のこと。景気
の各経済部門への波及度合を表し、月々の振れは
あるものの、毛機拡張局面では50％を上回り、後
退局面では下回る傾向がある。

CI（コンポジット・インデックス）：構成する指
標の動きを合成し、主として景気変動の大きさや
テンポ（量感）を測定する。一致指数が上昇して
いる時は景気の上昇局面、定価している時は後退
局面であり、CI一致指数の動きと景気の転換点は
概ね一致する。

一致指数：景気とほぼ一致して動く指数。例：商
業販売額（小売業、前年同月比）、生産指数（鉱
工業）、所定外労働時間指数、有効求人倍率

先行指数：景気に対して先行して動く指数。例：
新規求人数、実質機械受注額、中小企業売上見通
しDI

遅行指数：景気に対して遅れて動く指数。例：常
用雇用指数（前年同月比）、完全失業率、実質法
人企業設備投資（全産業）
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２．個人消費（出典：近畿経済産業局。奈良県知事公室統計課）

（１）調査結果

３月の百貨店・スーパー販
売額は、前年同月比▲１％、
178億円で28年12以降4カ月
連続で減少している。

（２）考察

28年度は、前年比▲0.3％
であることを考えれば、スー
パー等での販売は下降局面に
入っている。特に、衣料品が
7.3％減少している。単価の
低下等の理由の他、いわゆる
通信販売や、インターネット
を利用した個人間取引の増加
等、販売チャネルの多様化も
原因と考えられる。
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２．個人消費（出典：近畿各府県消費者物価指数。奈良県知事公室統計課）

• あ

（１）調査結果

3月は、ここ１年で初
めて0.0％を超えて、＋
0.2％となった。

（２）考察

ここ1年間消費者の購
入単価が下がっていた
ことになる。これは、
同じものであれば、少
しでも安く購入すると
いう消費者の考え方の
現れとも考えられる。
そのため、同じものを
作り続ければ、量も単
価も下がっていく傾向
にある、とも考えられ
る。

5



３．生産：観光（出典：奈良県観光客動向調査、奈良県知事公室統計課）

• あ

（１）調査結果

28年11月までであるが、
28年に入り前年を上回って
おり、順調と言える。

（２）考察

28年11月までの資料を見
る限り奈良県全体では、観
光客は増えており、取り込
むチャンスはある。奈良市
及び周辺主要ホテル9社の客
室稼働率は3月81％、４月
88.8％と高水準を維持して
おり、団体客から、小グ
ループによる体験型の「コ
ト消費」に変わってきてい
る（南都経済研究所
2017.6）。
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３．生産：生産（出典：各府県鉱工業生産指数、奈良県知事公室統計課）

• あ

（１）調査結果

28年10月以降80台
で全国の指数も下回っ
ており、緩やかに下降
している。

（２）考察

3月は88.2と2カ月振
りに上昇。木材・木製
品は、前年同月比2％
上昇しているが、指数
は93.3であり100を
切っている（南都経済
研究所2017.6）。前年
と同じように行動する
と、売上は減る可能・
性が高いと言える。7



３．生産：設備投資（出典：南都経済研究所、2017．05）

• あ

（１）調査結果

設備投資を行う企業
の割合は、前年比やや
低下しているが、4－6
の計画は上昇している。

（２）考察

設備投資はそれほど
変動がない。ただし、
「既存設備の改修・更
新」目的が製造業で
52.9％、非製造業で
66.7％と高い割合を占
めており、守りの投資
が多いと言える（南都
経済研究所、2017．
05）。 8



４．雇用：求人（出典：厚生労働省、奈良県知事公室統計課）

• あ

（１）調査結果

22年以降穏やかに上
昇傾向にある。

（２）考察

29年3月の新規求職者
数4,675人に対して、新
規求人数は7,829人（南
都経済研究所2017.6）
と、新規の求人数が大
幅に上回っており、ほ
しい人材を雇用するた
めには、様々な施策が
必要な状況と言える。
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４．雇用：求人（出典：毎月勤労統計調査、奈良県知事公室統計課）

（１）調査結果

現金給与総額は、平成24年以
降ほぼ横ばい推移しているが、
わずかながらも所定内給与は上
昇している。

（２）考察

確保した人材に継続して働い
てもらうためには、給与額は重
要な要素である。

地域、業種、職種等による外
部との比較だけでなく、社内で
の社員間の給与格差も社員のや
る気に大きな影響がある。
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５．景気：倒産（出典：東京商工リサーチ、奈良県知事公室統計課）

• あ
（１）調査結果

29年3月の倒産件数は7
件、4月は4件で、15カ月
連続で一桁台。4月の倒産
理由は、販売不振が3件、
経営計画の失敗が１件で
あった（南都経済研究所
2017.6）。

（２）考察

グラフでわかる通り、こ
こ数年と比べ倒産件数、負
債総額共に低い値となって
いる。これは、金融機関の
貸出残高が増加しているこ
とも好影響を与えていると
考えられる。
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５．景気：製造業（奈良県中小企業団体中央会）

（１）調査結果

29年5月の売上高はほ
とんどが不変が減少。

（２）考察

鉱工業生産指数から
もわかるように、県内
の製造業全体でみると
ほぼ全ての業種が良く
ない。木材・木製品は、
販売価格が低下し、収
益状況が悪化している。
この外部環境で、如何
にして利益を上げてい
くか、新たな施策が必
要と言える。
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５．景気：非製造業（奈良県中小企業団体中央会）

（１）調査結果

29年5月の売上高は運輸
業を除き不変が減少。

（２）考察

売上高が、小売業と
サービス業で減少してい
る。先ほどの資料と違い、
直近では旅館・ホテルは、
インバウンドが減少傾向
になってきており、外部
環境は悪化している中で、
如何に高稼働率を維持し
ていくかが課題と言える。
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６．6月の特集：残業の削減（出典：奈良県中小企業団体中央会 平成27年度奈良県

中小企業労働事情実態調査報告書）

（考察）

製造業・非製造業共に、残業時間
がゼロの事業所数の割合が最も多く、
各々32.4％、44.0％となっている。

これが実態であるとすれば、業務
に繁閑があればあるほど、仕事が暇
になる可能性が高くなる。

残業ゼロ、あるいは、10時間未満
に抑えることは、社員確保の上でも
重要である反面、所定内給与をどう
するか、繁閑のどの期間の仕事量に
合わせて人員を配置するかを、考え
る必要がある。
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６．6月の特集：残業の削減（出典：奈良県中小企業団体中央会 平

成27年度奈良県中小企業労働事情実態調査報告書）

（考察）

残業削減の対策として、最も多
いのが「仕事のやり方の工夫・改
善」で、製造業で42.3％、非製造
業で55.6％と高い割合になってい
る。

これは、単に早く帰れと言って
も、仕事量が減らなければできな
いので、当然の結果と言える。

問題は、どんな工夫をするかで
あるが、例えば、製造業であれば
多能工化、非製造業であればアイ
ドルタイムの削減が考えられる。
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